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かじか自治会 
世知原町

矢櫃 

H27. 

4.21 
  口ノ里地区 

鹿町町口

ノ里 

H22. 

3.31 

長田代区 
世知原町

長田代 

H30. 

2.18 
  ■崎辺地区（２／５）     

槍巻一区 
世知原町

槍巻 

H31. 4. 

1 
  西天神町公民館 天神町 

H11.10. 

8 

栗迎四区 
世知原町

栗迎 

H31. 4. 

1 
  十郎新町町内会 十郎新町 

H11.11. 

1 

槍巻３区 
世知原町

中通 

R5. 9. 

11 
        

・組織数４６９組織（令和６年３月末日現在）・組織率全世帯の７８．３％  

 

佐世保市では、第７次総合計画後期基本計画のＫＰＩとして、２０２

７（令和９）年度までに全国平均の８４．７％に組織率を引き上げるこ

とを目標としている。  

 

【意見】  

自主防災組織は、毎年少しずつ増加しているようではあるが、組織率目標を

達成できるよう、現状の課題・問題点を検証し、具体的な対応策を各計画やマ

ニュアルに盛り込むべきである。今後も、自主防災組織の必要性を周知したう

えで積極的に結成を促進していくことを期待する。  

 

ウ 地区防災計画策定推進事業  
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２０２２（令和４）年度は、宮、早岐、九十九、中部、黒島、江迎の

６地区で策定し、その事業費は、１１７６万６３１０円である。２０２

３（令和５）年度は、山澄、清水、愛宕、北世知原の４地区で策定し、

その事業費は、１０３２万４４７５円である。  

 

【評価】  

  概ね計画通りに実施されており評価できる。  

 

エ 自主防災会による防災訓練  

佐世保市では、上記自主防災会防災訓練マニュアルを配布し、自主防

災会による防災訓練の企画、実施を支援している。防災訓練に関して、

佐世保市が把握している積極的な取り組みとしては、花高４丁目１組
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自治会が年に１回多数の住民が参加している防災訓練を行っているこ

と、下本山町が定期的に防災訓練を行っていることである。  

なお、自主防災会の活動や訓練については、組織単体での活動に負

担を感じている組織も少なくないことから、市では、地区の防災訓練

を活用して必要な訓練や研修を実施している。  

 

【意見】  

自主防災組織結成後には、同組織が形骸化することのないよう、積極的に自

主防災広報誌の発行及び自主防災研修会等を開催することが望ましい。また、

自主防災会の活動状況を毎年報告させる、自主防災会に対してアンケートを実

施するなどして、より活動実態の把握に努めるべきである。その結果、自主防

災会として活動があまりなされていない組織に対しては、具体的な活動方法を

情報提供すること等により活動を活性化させることも検討すべきである。  

 

８ 防災知識の普及に関する計画  

（１）佐世保市地域防災計画  

佐世保市は、防災関係職員及び一般住民に対し、災害予防又は災害応

急対策等の防災知識の普及徹底を図るために佐世保市地域防災計画で以

下のとおり計画する。  

 

ア 普及事項  

普及徹底を要する事項は、おおむね次のとおりとする。  

（ア）佐世保市地域防災計画の概要  

（イ）火災予防の心得  

（ウ）農作物の災害予防事前措置  

（エ）災害気象及び注意報・警報の種別と対策  
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（オ）台風、地震等災害時の心得  

（カ）避難予定場所及び避難時の注意事項  

（キ）その他各種応急対策で住民に周知すべき事項  

イ 普及方法  

防災知識の普及方法は、おおむね次のとおりとする。  

（ア）市政だより及びその他刊行物による普及  

（イ）ラジオ、テレビ、インターネットによる普及  

（ウ）広報車による普及  

（エ）講習会及び展示会による普及  

（オ）火災予防週間、海難防止運動、全国防災の日など各種防災運動期 

間を利用しての普及  

（カ）出前講座による普及  

（２）関連計画等  

この点について関連する計画等は以下の通りである。  

ア 佐世保市国土強靭化地域計画  

 

リスクコミュニケーション  

複数の部局に跨る課題に対し、情報交換、連携を行いながら解決を

図る 
 

脆弱性の分析・評価、課題の検

討 
リスクへの対応方策検討  

【防災・防災教育の推進】 

〇災害による被災者をなくすた

め、子どもを通じて、家庭や地

域などで防火防災意識の向上を

図る必要がある。 

〇今後も防火・防災意識の向上

を図るため、学校において、家

庭や地域との連携した防災教育

の取組や自主的な取組の拡大に

努める。 

教育委

員会 

消防局 

防災危機

管理局  

 

イ 佐世保市防災・減災事業計画  
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（３）実施内容・監査等  

佐世保市の取り組みは以下の通りである。  
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ア 防災危機管理局の取り組み  

上記（１）ア普及事項のうち、（ア）佐世保地域防災計画の概要、（キ）

その他各種応急対策で住民に周知すべき事項（ハザードマップ（洪水・ 

土砂災害、ため池）の周知）については、佐世保市ホームページに掲載

している。同（エ）災害気象及び注意報・警報の種別と対策、（オ）台

風地震等災害時の心得、（カ）避難時の注意事項については、下記災害

時の避難行動シートで周知をしている。同（カ）避難予定場所について

は、佐世保市防災ポータルにて周知している。  
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また、防災危機管理局では、出前講座（防災講話）を年３０回程度実
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施し、防災知識の普及に努めている。  

 

【評価・意見】  

普及事項につき、計画通り普及活動が進められており、一定の評価ができる。 

なお、ハザードマップについては、ホームページ以外に配布も行われており、

市民への周知も進んでいるものと思料する。ハザードマップは常に最新のもの

を市民が利用して初めて意味があるものであるため、改めて、ＳＮＳ等を活用

することにより市民へ効果的に周知することが求められる。  

 

【意見】  

防災の基本は、市民一人一人が自らの居住地の災害特性を把握し、適切な避

難行動をとるなど、「自分の命は自分で守る」ことであり、市民自らが防災につ

いて考え、備え、行動することが重要である。したがって、多くの市民に防災

の学習や体験する場を提供するとともに、次世代を担う小中学生などの子ども

に対して防災教育を実施するために、防災学習センターなどを整備することを

検討することが望ましい。小中学生に対して防災教育を実施することは、市民

への啓発活動として大変意義のあることと考えられ、また、佐世保市国土強靭

化地域計画では、災害による被災者をなくすため、子どもを通じて、家庭や地

域などで防火防災意識の向上を図る必要があることから、防火・防災意識の向

上を図るため、学校において、家庭や地域との連携した防災教育の取組や自主

的な取組の拡大に努めることを対策として計画していることからすると、防災

教育の一環として、  防災学習センターを活用することなどもできると思料す

る。  

 

【意見】  

普及活動の結果を検証し、その方法の相当性を再考するために、佐世保市民
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へのモニターアンケート等を通じ、住んでいる地域の想定されている災害の認

知度やその他佐世保市の施策等の認知度を調査することも有用であると思料

する。  

 

イ 消防局の取り組み  

消防局では、上記（１）ア普及事項のうち、（イ）火災予防の心得に

関して、以下のとおり研修等を行っている。  

 

（ア）消防訓練所  

 

№  研修名  
受 講
者  

実施月日  
対
象
者  

内 容  

１  
消 防 大 学 校
幹 部 科 復 命
研修  

350 

2/29 ～ 3/31
の間、  
動 画 視 聴 に
よ る 自 己 研
修  

全
職
員  

１ 事故事例に学ぶ 
  現場活動時等における、安全管理の
重要性を過去の事故事例を参考に理解す
る  
２ 火災性状を学ぶ 
  火災性状を理解し、火災現場で刻々
と変化する環境に対応できる知識を身に
付ける  

 

（イ）指令課  

 

№  研修名  
参
加
者  

実 施
月日  

対
象
者  

内 容 等  

1 
災害対応
訓練  

200 6/6 

全
署
所
員  

出水期を迎えるにあたり、気象警報等発表時におけ
る配備体制の確認及び災害輻輳時における事案対
応・避難誘導等の確認を行うとともに、各関係機関
との連絡調整等の訓練を行い、各分野における対処
能力の向上並びに佐世保市災害情報共有システム
の取扱いの習熟に努めることを目的とする。 

2 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

15 7/28 
市
民  

１１９番通報について 
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3 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

10 9/13 
市
民  

１１９番通報について 

4 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

18 10/16 
市
民  

１１９番通報について 

5 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

15 11/28 
市
民  

１１９番通報について 

6 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

10 11/28 
市
民  

１１９番通報について 

7 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

6 12/12 
市
民  

１１９番通報について 

8 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

70 12/18 
市
民  

１１９番通報について 

9 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

15 2/13 
市
民  

１１９番通報について 

10 

佐世保市
まちづく
り出前講
座  

30 3/28 
市
民  

１１９番通報について 

受講者数合
計  

389   

 

（ウ）予防課  

以下のチラシを配布し、火災予防につき啓発活動を行っている。  
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また、２０２３（令和５）年度の訓練等の実施状況は以下のとおり

である。  
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佐世保市では上記調査、訓練等のほかに火災予防意識の向上を図

るためのイベントを開催している。また、ＳＮＳを利用した活動とし
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て、消防局はＹｏｕＴｕｂｅチャンネルで動画にて火災予防等につ

いて積極的に配信している。そして、作成された動画は広報誌での案

内や市内小中学生に配布されているタブレットに教材として掲載し

てもらうなど積極的に活用している。  

なお、２０２４（令和６）年度からにはなるが、消防局Ｉｎｓｔａ

ｇｒａｍを立ち上げ、広報を行っている。  

 

【評価】  

ＳＮＳを利用した広報等も含めて積極的に広報を行っており評価できる。  

 

ウ 農林水産部農政課の取り組み  

上記（１）ア普及事項のうち（ウ）農作物の災害予防事前措置に関し

て、農林水産部農政課は、台風や大雨などの災害が予測される際に、県

北振興局から事前事後対策の通知がなされることを踏まえ、事前に課

内の全職員へ通知のうえ、農家に指導を行っている。  

 

９ 避難行動要支援者に関する計画  

（１）佐世保市地域防災計画  

佐世保市は、高齢者や障がい者等の災害時に特に配慮を要する者（以

下「要配慮者」という。）のうち、災害が発生し、または災害が発生する

恐れがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者（以下「避難行動要支

援者」という。）の把握に努め、実効性のある避難支援を行うことが求め

られていることから、佐世保市地域防災計画では、以下のとおり計画す

る。  

ア 避難行動の原則  
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災害に対しては、各人が自らの判断で避難行動をとることが原則で

あり、避難行動要支援者も、自ら適切な避難行動をとる意思をもつこと

が原則である。避難行動要支援者の安全に対しては特段の配慮が必要

であるが、一方で、避難支援は避難行動要支援者の意思に基づいて行わ

れるものであるということを、支援を要する者、支援を行う者の双方が

認識するものとする。  

イ 避難行動要支援者名簿の作成  

佐世保市は、災害対策基本法第４９条の１０第１項の規定に基づき、

避難行動要支援者に対しての避難の支援、安否の確認その他の避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置を実

施するための基礎とする名簿（以下「避難行動要支援者名簿」という。）

を作成する。  

（ア）避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲  

避難行動要支援者名簿における避難行動要支援者は、市内に在宅

でかつ下記に掲げる範囲の者とする。なお、社会福祉施設及び医療機

関等に長期で入所・入院している者は、当該施設の管理者等が基本的

に避難支援するものとし、避難行動要支援者名簿の避難行動要支援

者からは、除くものとする。  

 

ⅰ 要介護認定３～５を受けている者  

ⅱ 一人暮らしの高齢者（６５歳以上）又は高齢者のみの世帯に属

する者で、要介護認定１～２を受けている者  

ⅲ 身体障害者手帳の交付を受け１級又は２級の者で、第１種を所

持する肢体不自由、視覚障がい、聴覚障がい又は呼吸器機能障が

いのある者  

ⅳ 療育手帳のＡ、Ａ１又はＡ２を所持する者  
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ⅴ 精神障害者保健福祉手帳の１級又は２級を所持する者  

ⅵ 特定疾患医療受給者証所持者のうち、人工呼吸器等を使用して

いる者  

ⅶ 佐世保市の障がい福祉サービスを受けている難病患者  

ⅷ 従前の「佐世保市災害時要援護者支援制度」に登録されている

者 

ⅸ その他、自力での避難が難しいために避難の支援を希望する要

配慮者  

 

（イ）災害対策基本法第４９条の１１第２項に規定されている避難支援

等関係者となる者  

 

ⅰ 佐世保市消防局、佐世保市消防団  

ⅱ 長崎県警察  

ⅲ 民生委員  

ⅳ 佐世保市社会福祉協議会  

ⅴ 自主防災組織、町内会等その他の避難支援等の実施に携わる関

係者  

 

（ウ）名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法  

 

ⅰ 避難行動要支援者名簿に掲載する事項は、下記のとおりとする。 

（ⅰ）氏名  

（ⅱ）生年月日  

（ⅲ）性別  

（ⅳ）住所又は居所  
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（ⅴ）電話番号その他の連絡先  

（ⅵ）避難支援等を必要とする事由  

（ⅶ）その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項  

ⅱ 避難行動要支援者名簿の作成に当たって必要な個人情報の入

手方法は次のとおりとする。  

（ⅰ）災害対策基本法第４９条の１０第３項の規定による市が保有

する情報の利用又は同条の１０第４項の規定による長崎県知

事その他の者に対する情報提供要請  

（ⅱ）その他要配慮者本人からの申し出  

 

（エ）名簿の更新に関する事項  

名簿は、転入先及び新規の申請により、新たに避難行動要支援者と

なった者、並びに死亡、転出及び入所など避難行動要支援者の要件を

満たさなくなった者の情報は随時更新することとする。  

また、変更された情報は、関係する避難支援等関係者に対して、遅

滞なく提供するものとする。  

（オ）災害対策基本法第４９条の１１第２項又は３項の規定により、避

難支援等関係者に名簿情報を提供する際、情報漏洩を防止するため

に市が求める措置及び市が講ずる措置  

 

ⅰ 市は、情報の提供にあたっては、法第４９条の１３の規定に基

づき避難支援者等関係者に守秘義務が課せられることを明示す

る等、情報漏えいの防止のために十分な措置を講ずることを求め

ることとする。  

ⅱ 市は、名簿情報の不正な流出を防止するため、当該避難行動要

支援者に関わることが想定される避難支援等関係者に限り提供
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することとする等、当該名簿情報に係る避難行動要支援者及び第

三者の権利利益を保護するために必要な措置を講ずるものとす

る。  

 

（カ）要配慮者が円滑に避難のための立退きを行うことができるための  

通知又は警告の配慮  

市は、要配慮者が災害情報を取得できるよう、多様な手段を活用し

た情報伝達体制の整備に努める。  

（キ）避難支援等関係者の安全確保  

避難支援等関係者は、避難支援の実施にあたり、本人又はその家族  

などの生命及び身体の安全確保を最優先するものとし、市は、あらか

じめ避難行動要支援者に対し、名簿提供は災害発生時に避難支援等

関係者やその他支援者による避難支援が必ずなされることを保証す

るものではなく、法的な責任や義務を負うものではないことの周知

を図るものとする。  

ウ 避難行動要支援者名簿の提供  

市は、平常時においては、災害対策基本法第４９条の１１第２項の規

定により、避難行動要支援者からの同意を得て、避難支援等の実施に必

要な限度で、避難支援等関係者に名簿情報の提供を行うことができる

ものとする。  

市は、現に災害が発生、または発生の恐れがある場合には、災害対策

基本法第４９条の１１第３項の規定により、本人の同意の有無にかか

わらず、名簿情報を避難支援等関係者その他の者に対し、提供すること

ができるものとする。  

エ 個別避難計画の作成  

市は、災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、災害対策
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基本法第４９条の１４第１項の規定に基づき、避難行動要支援者の同

意を得て、民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織、町内会、福祉専

門職等の避難支援等関係者と連携し、避難行動要支援者ごとの個別避

難計画の作成に努めるものとする。なお、作成に同意しない避難行動要

支援者についても、必要な配慮を行うものとする。また、個別避難計画

の作成に際しては、内閣府の取組指針等を踏まえ、自ら避難することが

困難な者のうち、ハザード区域内に居住する者等を優先度が高い者と

して中心に取り組むものとし、優先度が高い対象者については、災害対

策基本法の改正のあった令和３年度からおおむね５年程度で作成する

よう努めるものとする。  

（ア）個別避難計画作成に必要な個人情報及びその入手方法  

ａ 個別避難計画には、避難行動要支援者名簿に記載された事項に

加え、下記の事項を記載する  

（ａ）避難支援等実施者の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号

その他連絡先  

（ｂ）避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関

する事項  

（ｃ）前二号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市長が必

要と認める事項  

ｂ 個別避難計画の作成にあたって必要な個人情報の入手方法は次

のとおりとする  

（ａ）災害対策基本法第４９条の１４第４項の規定による市が保有

する情報の利用又は同条の１４第５項の規定による長崎県知事

その他の者に対する情報提供要請  

（ｂ）その他要配慮者本人からの申し出  

（イ）個別避難計画の更新に関する事項  
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個別避難計画は、避難行動要支援者名簿と定期的に照合し、適時適切

に更新することとする。  

（ウ）災害対策基本法第４９条の１５第２項又は３項の規定により避難

支援等関係者に個別避難計画情報を提供する際、情報漏えいを防止

するために市が求める措置及び市が講ずる措置  

ａ 市は、情報の提供にあたっては、法第４９条の１７の規定に基づ

き避難支援等関係者に守秘義務が課せられることを明示する等、

情報漏えいの防止のために十分な措置を講ずることを求めること

とする。  

ｂ 市は、個別避難計画情報の不正な流出を防止するため、当該避難

行動要支援者に関わることが想定される避難支援等関係者に限り

提供することとする等、当該個別避難計画情報に係る避難行動要

支援者及び第三者の権利利益を保護するために必要な措置を講ず

るものとする。  

（エ）要配慮者が円滑に避難のための立退きを行うことができるための

通知又は警告の配慮  

市は、要配慮者が災害情報を取得できるよう、多様な手段を活用し

た情報伝達体制の整備に努める。  

（オ）避難支援等関係者の安全確保  

避難支援等関係者は、避難支援の実施にあたり、本人又はその家族

などの生命及び身体の安全確保を最優先するものとし、市は、あらか

じめ避難行動要支援者に対し、個別避難計画の情報提供は災害発生

時に避難支援等関係者やその他支援者による避難支援が必ずなされ

ることを保証するものではなく、法的な責任や義務を負うものでは

ないことの周知を図るものとする。  

オ 個別避難計画情報の提供  
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市は、平常時においては、災害対策基本法第４９条の１５第２項の規

定により、避難行動要支援者からの同意を得て、避難支援等の実施に必

要な限度で、避難支援等関係者に個別避難情報の提供を行うことがで

きるものとする。  

市は、現に災害が発生、または発生の恐れがある場合には、災害対策

基本法第４９条の１５第３項の規定により、本人の同意の有無にかか

わらず、個別避難計画情報を避難支援等関係者その他の者に対し、提供

することができるものとする。  

カ 社会福祉施設等における対策  

社会福祉施設等には、自力では歩行できない高齢者や障がい者、又は、

児童が入所あるいは通所しており、これらの人々は、災害発生時に自力

で行動することは困難であり介助が欠かせない。災害発生時にはこれ

らの人々の安全を確保するため、次の防災対策を図る。  

（ア）防災設備等の整備  

災害発生時に、要配慮者はとっさの自己防御がとれない可能性が

高いことから、施設の建物の倒壊や火災などの被害を受けないよう

にするだけでなく、照明器具や備品などの転倒や落下などの危険が

ないように配慮する。  

また、ライフライン等の機能停止の際にも、施設入所者の生活維持

ができるよう必要に応じて、非常用給水タンク、非常食料、医薬品の

設備、備蓄に努める。  

（イ）災害時行動の迅速化  

災害発生時には、施設職員の迅速で的確な行動が重要であり、この

ため、職員の任務分担、動員計画、避難方法等を定めた災害時行動マ

ニュアルの作成に努める。  

入所あるいは通所している人々の身体状況は様々であるためそれ
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ぞれの施設の実情に応じた迅速な行動を事前に把握するように努め

る。  

地域社会の防災関連機関等との連携を考慮したマニュアルとなる

よう努める。  

（ウ）防災教育、防災訓練の充実  

施設の職員が、防災に理解を深め、災害発生時に適切な行動をとれ

るよう定期的に防災教育を行う。また、職員や入所・通所者が災害時

の切迫状況でも適切な行動がとれるよう、各々の施設の構造や、入

所・通所者の状況に応じた防災訓練を行う。とくに自力歩行が困難な

入所者がいる施設では、夜間における防災訓練を努めて実施するよ

うにする。  

（エ）緊急連絡体制の整備  

災害発生時の関係機関への迅速な連絡が行えるよう、緊急時の情

報伝達の手段、方法を定める等、緊急連絡体制の整備に努める。  

（オ）地域社会との連携  

社会福祉施設の入所、通所者は、自力で避難できない場合が多く、 

サポートが必要である。災害時における避難に際しては職員だけで

は不十分であり、地域住民等によるボランティアの支援が望まれる。

この点からも、日ごろから地域にとけ込んだ施設となるように努め、

住民との連携を深め、災害時においては協力が得られるような体制

づくりに努める。  

（２）関連計画等  

この点について関連する計画等は以下のとおりである。  

ア 佐世保市国土強靭化地域計画  

 

保健医療・福祉  
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保健医療体制の連携、確保により市民の生命を守る  

脆弱性の分析・評価、課題の検

討 
リスクへの対応方策検討  

【社会福祉施設等の耐災害性強

化対策】 

〇社会福祉施設等において、利

用者等の被災を最小限に抑える

ために、①施設の耐震化を進め

る、②安全性に問題のあるブロ

ック塀等の改修を進める、③水

害対策のための施設改修等を進

める、④停電時にライフライン

を確保するための非常用自家発

電の整備等を進める必要があ

る。 

〇社会福祉施設等の安全性

を確保するため、必要に応

じて計画的に対策を実施す

る。 

 

リスクコミュニケーション  

複数の部局に跨る課題に対し、情報交換、連携を行いながら解

決を図る 
 

脆弱性の分析・評価、課題の検

討 
リスクへの対応方策検討  

【避難行動要支援者の支援】 

〇避難行動要支援者の個別避難

計画と、その実行性を確保する

必要がある。 

〇定期的な避難行動要支援

者の把握、名簿の更新を行

うとともに、避難行動要支

援者ごとに個別避難計画の

策定を推進し、その実効性

を確保していく。 

 

【要配慮者利用施設の避難確

保】（重点） 

〇高齢者、障がい者等の要配慮

者は、災害時の避難行動の遅れ

により、被災する危険性が高く

なるため、要配慮者が利用する

施設における避難確保計画の策

定や避難訓練が必要である。 

〇高齢者、障がい者等の要

配慮者は、災害時の避難行

動の遅れにより、被災する

危険性が高くなるため、土

砂災害防止法に基づき、要

配慮者が利用する施設にお

ける避難確保計画の策定、

避難訓練の実施を促進す

る。 

保健福祉

部 

教育委員

会 

子ども未来

部  

防災危機管理

局  

 

イ 佐世保市防災・減災事業計画  
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ウ 災害対策基本法  

（３）実施内容・監査等  

ア 災害対策基本法  

２０１１（平成２３）年の東日本大震災や令和元年の台風１９号の影

響を受け、災害対策基本法が改正され、避難行動要支援者名簿の作成や

個別避難計画の作成に関して市町村の義務が明確化されている。  

（ア）避難行動要支援者名簿の作成の義務化（２０１３（平成２５）年）  

東日本大震災の教訓として、障がい者、高齢者、外国人、妊産婦等

の方々について、情報提供、避難、避難生活等様々な場面で不十分な

場面があったこと受け、こうした方々に係る名簿の整備・活用を促進

することが必要とされたことから、２０１３（平成２５）年の災害対

策基本法の改正により、災害時に自ら避難することが困難な高齢者

や障がい者等の避難行動要支援者名簿を作成することが市町村の義

務とされた。  

（イ）個別避難計画作成の努力義務化（２０２１（令和３）年）  

２０１９（令和元）年台風１９号等の災害においても、多くの高齢

者や障がい者の方々が被害に遭われている状況を踏まえ、災害時の

避難支援等を実効性のあるものとするためには個別の避難計画の作

成が有効とされたことから、令和３年の災害対策基本法の改正によ

り、避難行動要支援者について個別避難計画を作成することが市町
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村の努力義務とされた。  

イ 避難行動要支援者名簿の作成・提供  

（ア） 佐世保市では、避難行動要支援者名簿や個別避難計画を作成す

るために西日本電信電話株式会社が供給する避難行動要支援システ

ムを導入している。  

避難行動要支援システムは、おおむね、要支援者の情報を管理し、

災害予測範囲に住んでいる要支援者を地図上で特定し、迅速に避難

支援計画を策定できるウェブシステムである。同システムの導入に

より、要支援者の台帳を一元管理し、関連部局にて情報の共有を行う

ことが可能となること、平常時の要支援者の登録や更新などの簡易

作業を容易にし、要支援者のリストなどを簡単に作成できるように

なること、要支援者の位置情報を管理することにより、要支援者がど

こにいるのかを視覚的に把握できるようになること、などの効果が

得られる。  

佐世保市では、下記のとおりシステム導入後の運用・保守について

も、西日本電信電話株式会社に委託している。  

 

Ｎ

ｏ  
契約名称  

契 約 金

額  

予 定 金

額  
契約先  

契 約

方法  

見 積 入 手

業者数  
随意契約の理由  

1 

佐世保市避難行動要支援

者支援システムの運用・保

守業務  

462,000  462,000  

西日本電信

電話㈱長崎

支店  

随 意

契約  

1 社  

（ 特 命 随

意契約）  

システムの開発業者であり、適

切な運用・保守ができるのは同

社のみ  

 

（イ） 佐世保市では、明確にルールを定めているわけではないが、１年

に１度、上記（１）イ（ア）ⅰ～ⅶに記載の者に該当する者のうち、

新たに同要件に該当するようになった者、名簿掲載に関する同意の

確認の取れていない者（これまで未回答であった者）、及び前回不同

意と回答してから５年以上経過している者に対して、以下のとおり
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の同意確認のための文書を送付し、名簿作成及び更新を進めている。 

 

 

 

該当者の把握方法としては、介護・障害手帳の情報については、月 

次ＤＢ連携による避難行動要支援システムへの資格情報の取り込み

を行い、障害手帳の有効期限が切れている者等については、連携の不

具合が確認されているため、障がい福祉課からデータの提供を受け、

システムから抽出したデータの正誤確認を行うようにしている。  

また、特定疾患医療受給者証所持者のうち、人工呼吸器等を使用す

る者については、長崎県国保・健康増進課に情報照会をし、データの

提供を受ける。  

（ウ） 佐世保市での避難行動要支援者名簿についての２０２４（令和

６）年４月１日時点での内訳は以下のとおりである。  
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※ 未確認のうち未回答…同意書を送付したが回答なし、新規…新規対象者で同意

書未送付 

  

（エ） 佐世保市では、以下のとおり避難行動要支援者情報を個人情報

ファイル簿として取りまとめ、避難行動要支援者等の権利利益を保

護している。  
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【意見】  

佐世保市では、必要に応じて、避難行動要支援者の対象となる者に当制度の

案内を行うとともに、広報誌や市のホームページの掲載により制度を周知して

いる。  

要支援者は、自分が支援を必要とする状況であるか自己判断が難しいことも

多いとのことである。したがって、当制度をホームページ等で広く周知するこ

との継続に加えて、引き続き居宅介護支援事業所などの要介護者の方と日ごろ

接点がある機関、障がい者相談支援事業所など障がいのある者と日ごろ接点が

ある機関、地域包括支援センターなどの高齢者の方と日ごろ接点がある機関、

民生委員等に協力を仰ぎ、個別で対象となりうる者に情報提供を行っていくこ

とが望ましい。  

 

【評価・意見】  

佐世保市では、要支援者が名簿作成に同意するか否かにつき、定期的に制度

対象者全員を調査するルールにはなっていない。 一方で、明確なルールはない

ものの、上記のとおり、１年に１度は状況の変化に応じ意向確認を行っており、

この点は評価できる。  

今後は、確実に名簿がより最新の状況に近くなるよう上記をルール化すると

ともに、要支援者の状況は随時変化するため、一定の年数を定めて制度対象者

全員を調査すべきである。  

 

ウ 個別避難計画の作成・情報の提供  

（ア）個別避難計画について  

２０２１（令和３）年５月に災害対策基本法が改正され、避難支援

等実施者、避難場所・経路などを記載する個別避難計画の作成が市町
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村の努力義務となった。併せて「避難行動支援に関する取組指針」も

改定され、優先度の高い者から作成が完了するよう取り組むことと

なっている。また、本人の心身の状況や生活実態を把握しているケア

マネジャー等の福祉専門職と連携すること等も示された。  

いつ、だれがどこへ逃げるのか、の行動支援を行うための登録制度

である。  

（イ）内閣府モデル事業の実施  

佐世保市では、２０２１（令和３）年５月に災害対策基本法改正に

より、個別避難計画作成が努力義務化されて以降、２０２２（令和４）

年度内閣府事業避難行動要支援者に係る個別支援計画の作成の推進

において、モデル事業を実施した。モデル事業の実施内容、実施方法

は以下のとおりである。  

 

① 市内の洪水ハザードマップの対象地域からモデル地区を選定

（２か所（人口密集地である早岐地区、郊外地域の宮地区））  

② ハザードの状況、世帯区分（独居・高齢世帯）等から対象者を抽

出 

③ 庁外の体制構築を行うため、関係者へ事業の趣旨を説明し協力

依頼  

④ サービス事業所を介して、本人へ趣旨を説明、意思確認を実施  

⑤ 事業所協力のもと、作成に同意した者への個別避難計画素案を

作成  

⑥ 町内外の関係者が参画する地域調整会議を設置  

⑦ 外部有識者の派遣を依頼し、地域調整会議（全体会）で座学勉強

会を実施  

⑧ 町内会単位の地域調整会議（分会）において素案をもとに具体的
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な作成作業、協議を実施  

⑨ 個別避難計画を作成  

⑩ 作成した個別避難計画の実行性を確保するため、地方公共団体

情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が提供するクラウド型被災者支援

システムを含めたデジタル技術の活用を検討  

⑪ 作成プロセスを可視化し、全市域への展開を実現するためのノ

ウハウを蓄積  

⑫ 事業評価、検証を踏まえた次年度以降の取組方針、中期計画の検

討 

 

そして、同事業の内閣府宛の最終報告書では、以下のとおり取組方

針を定めている。  

 

作成の優先度の高い要
支援者の個別避難計画
の作成の取組方針 

作成件数（実績） 作成件数（予定・見込） 

R3 年度 
R4 年
度 

R5 年
度 

R6 年度 R7 年度 
R8 年
度 

0 18 80 160 240 320 

※R8 年度の 320 名は、令和５年３月１日時点での、個別避難計画作成の優先度が高い要
支援者 

 

（ウ）２０２３（令和５）年度以降の取組  

佐世保市では、２０２３（令和５）年度以降は以下のとおり取り組

んでいる。  
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（エ）２０２４（令和６）年３月末（令和５年度）までの実績  
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災害時個別避難計画を作成済みの者は、２０２４（令和６）年３月

末で１５名である。  

作成済みの者の属性としては、主に常時電源を必要とする医療機

器（人工呼吸器）を使用し、停電が生命の危機に関わる大きなハザー

ドとなるものかつ移動が非常に困難で普通の避難行動ができない者

である。  

また、避難支援関係者に対する周知の実施状況としては、消防署に

対して、年１回最新情報の提供を行っており、その他医療機関や訪問

看護ステーションへの周知を行っている。  

こうして、個別避難計画を作成したうえで、関係機関等と情報共有

の上、避難時の役割確認を行っている。作成した計画は、１年ごとに

本人の状況、家族の状況及び環境等の確認を行い、内容の見直しを図

っている。  

 

 

【指摘】  

個別避難計画の作成は災害対策基本法第４９条の１４により、当該避難行動

要支援者の同意が得られない場合を除き、佐世保市長に作成の努力義務が課せ

られているものである。避難行動要支援者名簿には２０２４（令和６）年３月

末時点では４６４２名登録されており、２０２２（令和４）年度末の状況では

あるが、そのうち個別避難計画作成の重要度高い者は３２０名である。そして、

２０２３（令和５）年度には、８０件の個別避難計画が策定されている見込み

であったが、現状は、その２０％にも満たない状況である。  

災害発生時に適切な援護を行うためにも、引き続き関係者の協力を得られる

ように個別避難計画作成の趣旨の啓発活動を行い、当該避難行動要支援者の同

意が得られない場合を除いて、同計画の作成に向けて努力することが望まれる。 
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優先度が高いと判断した避難行動要支援者につき、期限（年度ごとではなくて、

月ごとなどの短期間の期限）や数値目標を設定して常に進捗を確認する、市の

職員だけでは人手が足りない場合には福祉専門職と委託契約を締結するなど、

早急に個別避難計画作成を進めるべきである。  

 

エ 避難支援等関係者に対する施策  

佐世保市は、避難支援等関係者などを対象に防災講話を行うなどし  

て、周知を図っている。  

オ 社会福祉施設等における対策  

社会福祉施設等における防災設備の整備状況については、前掲のと

おりである。担当部署によると、災害時の行動迅速化のための災害時行

動マニュアルの作成推進状況については、佐世保市国土強靭化地域 

計画において社会福祉施設等の要配慮者利用施設の避難確保に関して、

避難確保計画を策定することとなっているところ、災害時行動マニュ

アルと避難確保計画は同様のものとして扱っているため、避難確保計

画と別に災害時行動マニュアルの作成推進状況を把握しているわけで

はないとのことであった。  

なお、佐世保市国土強靭化地域計画では、佐世保市の国土強靭化推進

ための取組状況を把握するため、重点施策については、ＫＰＩにより進

捗管理を行っている。  

社会福祉施設等の要配慮者利用施設の避難確保に関しては、同施設

の 避難確保計画策定率を２０２３（令和５）年度には１００％とする

ことを目標としている。２０２２（令和４）年度の実績では、５３．７％

であり、２０２３（令和５）年度の実績では、５５．９％である。  

社会福祉施設等が避難訓練を実施する際の支援等は行っていない。  
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【意見】  

社会福祉施設等では、自力では歩行できない高齢者や障がい者、又は、児童

が入所あるいは通所しており、これらの人々は、災害発生時に自力で行動する

ことは困難であり介助が欠かせないため、災害時に被害を最小限に抑えるため

にも、防災設備の整備や、災害時行動マニュアルを作成することは重要である。 

ここで、「災害時行動マニュアル」について、地域防災計画上では、職員の任

務分担、動員計画、避難方法等を定めるものと規定されているが、市では、避

難確保計画と同義のものとして整理しているとのことである。  

佐世保市が定める「災害時行動マニュアル」が、そもそも何を想定している

ものかあいまいである点に問題があると思料されるが、仮に障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等に基づく非常災害対策計画だと

仮定すると、避難確保計画とは以下のとおり比較される。  
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上記からすると、非常災害対策計画に、避難確保を図るための施設の整備、

防災教育及び訓練の実施についての事項を含めて作成することで、双方の計画

を作成したとみなすことが可能であるといえる。逆にいうと、避難確保計画の

作成のみを行った場合、施設等の立地条件、関係機関との連携体制などの項目

に不備が生じる可能性がある。  

そうだとすると、避難確保計画と非常災害対策計画は別に計画策定率を把握

するあるいは、同義のものととらえるとしても、その避難確保計画には、施設

等の立地条件等についての記載があるかどうかを確認することが必要になる。 

したがって、市は、各事業所から定期的に避難確保計画等の提出を受け、当

該事業所の立地する地域の実情等を踏まえた内容となっているか確認・検証し、

不備があれば是正指導を行う必要がある。  

なお、市は、各事業所に対する実地指導時には、具体的計画内容を確認して

いるものと思料されるが、その際に、必要な防災設備や計画の内容の適切性に

ついても助言を行うことが望ましい。  

また、新規に事業所を設置するなどの場合には、計画作成時に市がサポート

するなどの施策を行うことが望ましい。  

 

【意見】  

 佐世保市では、社会福祉施設等が避難訓練を実施する際に、何らの支援を行

っていないとのことである。まずは、佐世保市として、各施設の避難訓練の実

施状況についてアンケートなどで把握すべきである。また、避難訓練における

計画の活用方法、施設外の避難場所への避難訓練、地域と連携した避難訓練な

ど多種多様な避難訓練を定期的に実施するよう指導等行うことが望ましい。  
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【意見】 

誰もが、障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いの人格と個

性を尊重し合える社会（共生社会）を実現するためには、社会的障壁（日常生

活や社会生活において障害者の活動を制限したり、社会への参加を制約したり

していること）を取り除いていく必要がある。２０２４（令和６）年４月に障

害者差別解消法が改正され、行政機関等や事業者に対して、障害のある人に対

する「合理的配慮」の提供を求めている。そこで、佐世保市としても、合理的

な配慮として、以下のような対応を検討していただきたい。また、以下はあく

まで例示列挙であって、高齢者障がい者を担当する部署と協議し、程度に応じ

た対応をご検討いただきたい。 

 

① 視覚障がい者 

・ あらかじめ希望者にメールアドレスやＳＮＳを登録してもらい、災害

情報を配信する警報システムを導入する。 

・ 既存の電光掲示板に、災害時には緊急速報などの情報が表示されるよ

うにシステム改修を行う。 

② 聴覚障がい者 

・ 「災害時バンダナ」（耳が聞こえないことを示すバンダナ）を事前に準

備・配布する。 

  

【意見】 

災害時の避難においては、高齢者・障がい者だけではなく、妊産婦や乳幼児

にも大きな心身の負担が生じる。オムツやミルクなどの準備はもちろん、妊産

婦・乳幼児への配慮が行き届いた避難所運営（妊産婦が休みやすいように個室

や横になれる設備を準備する、乳幼児が泣いたり騒いだりしても大丈夫な場所、

落ち着いて授乳でき、おむつ替えが気兼ねなくできる場所を確保する等）がで
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きるように、過去の被災自治体にヒアリングするなどして需要・対策の情報収

集を行い、佐世保市地域防災計画に記載を盛り込むべきである。 

 

１０ 要配慮者に対する計画  

（１）佐世保市地域防災計画   

佐世保市は、佐世保市地域防災計画で、災害時に特に配慮を要する者

（要配慮者）であって、避難行動要支援者以外の者への対応については、

以下のとおりの要領で実施するものとすることを計画する。また、同計

画上、被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応することを計

画する。  

ア 観光客に関する対策  

（ア）避難場所案内板等の整備  

避難場所案内板等については、観光客が安全に避難活動を行える

よう整備を進める。また、外国語や絵による標識をつけ加えるなど、

外国人観光客にも配慮する。  

（イ）避難場所の指示  

宿泊施設及び観光地にその近くの避難場所を掲示するように協 

力要請する。  

（ウ）責任者、従業員に対する指導・訓練  

宿泊施設及び観光地の責任者や従業員に避難指導やパニック防止

等の指導・訓練を行い、国内外の観光客に対処する。  

（エ）緊急放送  

宿泊施設及び観光地において、多くの観光客が滞在するおそれの

ある駅（ＪＲ佐世保駅、ハウステンボス駅など）やハウステンボス、

九十九島パールシーリゾートなどの施設管理者との連携を密にし、

連絡手段を確保しておく。  
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イ 外国人に関する対策  

佐世保市には外国人市民が約１９００人居住しているほか、米軍関

係者が多数居住している。外国人市民等に関しては、言語や防災知識の

違いなどにより、必要な情報が届きにくいことから、適切な行動がとれ

ず、被害が拡大する可能性があるため、次の対策を推進する。  

（ア）防災パンフレットの作成  

防災意識の啓発のため、パンフレット及び防災マップ等を作成す

る際 には、外国語を併記するなど市民居住の外国人にも配慮した記

載にするよう努める。  

（イ）避難場所案内板等の整備  

避難場所案内板等については、外国人にもわかりやすいデザイン

及び外国語を付け加えるなど、市内居住の外国人にも配慮した記載

にするよう努める。  

（ウ）外国人が所属するコミュニティとの連携  

外国人が所属するコミュニティ（職場、学校、教会、日本語教室、

町内会等）と連携し、各コミュニティ内で外国人が集まる機会を活用

して防災講座、防災訓練実施に努める。  

（エ）やさしい日本語の普及  

災害情報の伝達およびコミュニケーションの手段として、外国人

のみならず、高齢者や子どもにも伝わりやすく、他言語への翻訳精度

も上がるとされる「やさしい日本語」の普及に努める。  

（オ）長崎県災害他言語支援センターとの連携  

大規模災害発生時は、長崎県と公益財団法人長崎県国際交流協会

が設置 する長崎県災害多言語支援センターと連携し、多言語による

情報発信や避難所に来た外国人との意思疎通に努める。  

（２）関連計画等  
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 この点について関連する計画等は以下の通りである。  

ア 佐世保市国土強靭化地域計画  

 

リスクコミュニケーション 

複数の部局に跨る課題に対し、情報交換、連携を行いながら解決を図る 

脆弱性の分析・評価、課題の

検討 
リスクへの対応方策検討 部局名 

【観光客への対応（国内客、

訪日外国人観光客）】 

〇観光客が訪れる施設には、

外国人を含む多くの観光客が

滞在するため、大規模災害時

にスムーズな情報伝達や避難

誘導などが行われないとパニ

ックを惹き起こし、多くの死

傷者が発生することが懸念さ

れる。 

〇災害発生時は、指定管理者や宿泊

施設等との連携により、国内観光客

へは施設職員による誘導や館内放送

を通じて状況説明や避難経路の案内

を実施し、外国人観光客へは国土交

通省の「災害時照合対応マニュア

ル」などを参考にピクトグラム（絵

文字・絵単語）や JNTO（日本政府

観光客）作成のインフォメーション

カードなどの活用を行いつつ、迅速

な対応を行う。 

経済部 

消防局 

 

イ 佐世保市防災・減災事業計画  

 

 

（３）実施内容・監査等  

ア 避難誘導整備体制について  

避難所表示板を英語併記にし、災害種別や避難所図記号を災害種別

避難誘導標識システム（ＪＩＳＺ９０９８）に基づき使用している。具

体的には以下のとおりである。  
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また、その実施状況は以下のとおりである。  
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２０２３（令和５）年度は、２７箇所の避難所表示板を更新、１箇所

に新規に設置し、１箇所移設し、その事業費合計は９１万５７５０円

（うち国費４５万６０００円）である。  

 

【指摘】  

目標値は、１４５避難所であるが、２０２３（令和５）年度の段階では達成

できていない状況である。早急に問題点・課題を検討し、その結果や対応策を

各計画・マニュアルに盛り込むとともに、予算を確保し、早急に達成できるよ

う努めるべきである。  

 

イ 情報伝達手段について  

佐世保市が情報伝達手段の一つとして活用している防災ポータル
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（https://sasebo-bousai.my.site.com/）を１６言語で表示できるよ

うにしている。  

ウ その他外国人の理解に資する「やさしい日本語」の普及等について  

防災講話をやさしい日本語で実施している。  

エ 九十九島パールシーリゾート（させぼパール・シー株式会社）につい

て 

経済部では、九十九島パールリゾート（させぼパール・シー株式会社）

と連携し、以下のとおり、避難誘導整備体制の構築状況等につき把握し

ている。  

 

  九 十 九 島
水族館  

九 十 九
島 動 植
物園  

遊 覧 船
タ ー ミ
ナル  

九十九島
遊覧船  

① 

観光客向けの避難誘導整備体制の構築状況及
び外国人向けの外国語、絵、その他標識による
配慮等の実施状況  

有  有  有  有  

② 災害時避難場所の掲示実施状況  無  無  無  ー  

③ 観光地における災害時緊急放送の内容  有  有  有  有  

④ 
緊急時連絡手段及び連携の約定その他取り決
め内容  

有  有  有  有  

⑤ 

外国人 (米軍関係者含む )に対する防災パンフ
レット等の内容及び配備状況、避難場所案内等
の内容及び整備状況、外国人コミュニティとの
連携内容、その他外国人の理解に資する「やさ
しい日本語」の普及状況  

無  無  無  無  

⑥ 長崎県災害多言語支援センターとの連携内容  無  無  無  無  

 

【意見】  

佐世保市地域防災計画では、「パンフレット及び防災マップ等を作成する際

には、外国語を併記するなど市民居住の外国人にも配慮した記載にするよう努

める」とされている。確かに防災ポータルでは１６言語に対応しているが、防

災ポータルは主に災害が発生した際の情報伝達手段であり、災害が発生する前

に避難行動等を確認するための情報は、外部リンクにとんでおり、その先は、
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英語等の主要な外国語には対応しているものの、多言語には対応していないホ

ームページがほとんどである。また、佐世保市で作成しているパンフレットと

しては、災害時の避難行動シートがあり、防災マップ等としてはハザードマッ

プがあるが、いずれも外国語は併記されていない。これらにつき早急に対応す

ることが望ましい。  

 

１１ ボランティアに関する計画  

（１）佐世保市地域防災計画  

近年の災害においては、発生直後から様々な局面で多くのボランティ

アが活躍しており、その役割は応急対策及び復興において大きな力とな

っている。  

そのため、佐世保市地域防災計画では、災害発生に際して、ボランティ

アが円滑に活動し、能力が十分発揮できるよう下記のとおり計画する。  

ア ＮＰＯ（民間非営利組織）・ボランティア等との連携  

佐世保市では、２００５（平成１７）年４月に開設し、社会福祉協議

会ボランティアセンターも入居している「させぼ市民活動交流プラザ」

を拠点として、平常時から保健、福祉をはじめとする多くのＮＰＯ（民

間非営利組織）・ボランティア等が活躍している。  

災害発生にもこうした団体の活動が期待されるため、平常時から連

携を深めておく必要がある。  

社会福祉協議会、災害ボランティアネットワーク連絡協議会、日本赤

十字社を通じて、各団体の連絡体制を確立するなどネットワーク化を

図るものとする。  

イ 一般ボランティアの受入れ  

日常的に活動しているボランティアのほか、災害発生時には被災地  

外から多くの一般ボランティアが応援に駆けつけることが予想される。 
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一般ボランティアは被災地の実情（地理、被災状況）を熟知していな

いことが多いため、円滑な活動を行うことができるよう、被災地の情報

や要望を的確かつ正確に伝える必要がある。  

そのため、災害発生時におけるボランティア受付窓口の設置やボラ  

ンティアコーディネートについて、社会福祉協議会、災害ボランティア

ネットワーク連絡協議会を中心に各団体と協議するものとする。  

（２）関連計画等  

ア 佐世保市国土強靭化地域計画  

 

行政機能 

市民の生命を守り、迅速な復興を図るため、行政としての基幹機能の保持を図

る 

脆弱性の分析・評価、課題の検討 リスクへの対応方策検討 

【円滑なボランティア活動】 

〇大規模災害が発生した際に、災害

ボランティアに対し、初期の対応が

遅れることがないように体制づくり

が必要である。 

〇大規模災害時には円滑な活動ができ

るよう、実施主体である佐世保市福祉

協議会や関係機関と連携し、毎年実施

している佐世保市総合防災訓練の「災

害ボランティアセンター設置運用訓

練」等を通じて実効性を確保する。 

 

【意見】  

佐世保市地域防災計画では、計画の推進につき、社会福祉協議会、保健福祉

部、市民生活部が担うこととなっている一方、佐世保市国土強靭化地域計画で

は、保健福祉部所管となっている。  

災害ボランティアセンターを社会福祉協議会が運営していることから、社会

福祉協議会が災害ボランティア活動に必要な人材を確保するなど主体的には

社会福祉協議会が施策を実施していくことになろうかと思われる。  

その場合に、保健福祉部や市民生活部が各々どのような役割を担うのか、ど

のように連携を進めていくのかを具体的に検討し、防災計画にも記載すること
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が望ましい。  

なお、併せて施策の実施主体として保健福祉部及び市民生活部の双方が必要

であるのか、施策の実施主体に関する整理を行うことも必要かと考えられる。 

 

【意見】  

佐世保市地域防災計画では、「災害発生時におけるボランティア受付窓口の

設置やボランティアコーディネートについて、社会福祉協議会、災害ボランテ

ィアネットワーク連絡協議会を中心に各団体と協議するものとする」と計画さ

れているところ、どのような協議が現在までに行われたか不明である。協議が

行われている場合には、議事録や報告書などを整備し、取り組みの内容を報告・

検証出来るようにすべきである。  

また、例えばボランティアコーディネートにつき、災害ボランティアコーデ

ィネーターを養成するための講座を社会福祉協議会で開催するなど、具体的な

施策を協議していくべきである。  

 

１２ 情報収集伝達に関する計画  

（１）佐世保市地域防災計画  

佐世保市地域防災計画では、災害発生時に被害情報を迅速に収集し、

また、防災情報の伝達を円滑に行うため、平常時から情報収集伝達体制

の強化を図ることを目的として、以下のとおり計画している。  

ア 災害情報収集システムに関する計画  

市民等への情報伝達手段として、特に防災行政無線（戸別受信機を含

む。）の更新整備を図るとともに、インターネット配信や携帯電話の活

用も含め、要配慮者にも配慮した多様な情報伝達手段の整備を図る。  

また、無線通信網の多重化対策を強化するとともに、災害情報共有シ

ステムの構築を図る。  
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（ア）同報無線システムの整備  

災害時の応急活動にかかる情報通信の重要性に鑑み、耐災害性に

優れたデジタル同報無線システムの整備を図る。  

 

a 到達性・建物浸透性の高い電波を利用した非常通信設備  

ｂ 無線通信と衛星通信の導入による通信の二重化  

ｃ 屋外拡声器と戸別受信機の配備による防災情報の確実な伝達  

 

（イ）災害情報共有システムの整備  

災害時に被害の状況を把握し、迅速的確な応急対策を実施するた

め、観測情報や被害情報等の収集、分析、意思決定支援ならびに情報

発信機能を一元的に管理、運用する災害情報共有システムの整備を

図る。  

イ 情報収集伝達体制に関する計画  

防災関係機関は、被害情報の収集体制の整備、伝達窓口の明確化に努

めるとともに、様々な環境下にある住民や職員に対し、防災情報が確実

に伝わるように関係事業者の協力を得つつ、防災行政無線、全国瞬時警

報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを

含む。）、ウェブページやメール、ソーシャルネットワーキングサービス

（ＳＮＳ）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）等を用いた伝達手

段の多重化・多様化を図るなど、情報収集伝達体制の強化を進める。  

また、勤務時間外における災害発生に備え、消防機関との連携により

情報収集伝達体制の確保に努める。  

（２）関連計画等  

ア 佐世保市国土強靭化地域計画  
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行政機能 

市民の生命を守り、迅速な復興を図るため、行政としての基幹機能の保持を図

る 

脆弱性の分析・評価、課題の検討 リスクへの対応方策検討 

【防災情報の確実な伝達】重点施策 

〇水害や土砂災害において、防災行政

無線による避難指示等の防災情報が市

民に対し確実に伝達できるよう取組が

必要である。 

〇防災行政無線の戸別受信機を配備

し、市民への防災情報の確実な伝達の

ための機能強化を図る。 

【情報伝達手段の確保、強化】 

〇災害発生及び災害発生が見込まれる

ときに災害情報を確実に市民に伝達す

る必要がある。 

〇防災行政無線設備の正常な稼働を維

持し、市域の無線システム構成を統一

するとともに戸別受信機の配備と E メ

ール配信、その他多様な情報伝達手段

の活用を促進し、確実性を高める。 

 

イ 佐世保市防災・減災事業計画  

 

 

（３）実施内容  

ア 情報収集伝達体制の整備  
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佐世保市では以下のとおり情報収集伝達体制を整備している。  

（ア）防災行政無線  

市内全域に屋外拡声支局を整備し、戸別受信機の無償貸与を実施

している。  

 

配信局：２か所（本庁舎、消防局）  

送信局：３か所（烏帽子岳、石盛岳、宇久城ヶ岳）  

屋外拡声支局：５２０か所（市内全域）  

戸別受信機：無償貸与（一般世帯、要配慮者利用施設等）  

 

佐世保市では、情報伝達手段として２８０ＭＨｚのポケベル波を

利用した同報無線システムを導入している。これにより、到達性と建

物浸透性が高いという電波特性をもつポケベル波を利用した個別受

信機の配備によって、「聞き取りにくい」という課題が解消できる。

また、音声発信ではなく、文字情報を発信し、受信側で高音質の合成

音声に変換する仕組みであるため、明瞭に聞き取れるようになった。

そして、耐災害性も高く、地上回線と衛星回線の二重化が確保される。 

２８０ＭＨｚ同報無線について、２０２０（令和２）年度に旧６町

に配備し、２０２４（令和６）～２０２５（令和７）年度に旧市内に

整備することとなっている。  
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（イ）防災ポータル  

佐世保市の防災ポータルでの周知を行っている。  

（ウ）ＳＮＳ・メールでの配信  

防災情報メール、Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、市公式ＬＩＮＥ、Yahoo！

防災アプリ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、緊急速報メールへ配信可能にしてい

る。  

（エ）Ｌアラート  

長崎県システムを通じて、Ｌアラートから各報道機関へ配信する

こととしている。  

（オ）ＦＭさせぼ  

 

【評価】  

情報収集伝達システムの構築については、おおむね計画通りに推進されてお


